
第６７号議案 

 

   令和７年度加東市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度加東市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和７年度加東市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（４） 建 設 改 良 事 業            724,403千円 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第３条 令和７年度加東市下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

    （科    目）         （既決予定額）         （補正予定額）       （ 計 ） 

                             収    入 

 第１款 下水道事業収益         1,797,354千円          △10,475千円       1,786,879千円 

  第２項 営 業 外 収 益         804,733千円          △10,475千円       794,258千円 

                                         支    出 

第１款 下水道事業費用         1,849,510千円          △32,721千円      1,816,789千円 

  第１項 営 業 費 用        1,686,270千円           △32,721千円      1,653,549千円 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額６０８，４５２千円は、過年度分損益勘定留保資金２０８，４５５千円及び当年度分損益

勘定留保資金３９９,９９７千円で補填する」を「不足する額６０８，７１４千円は、過年度分損益勘定留保資金２０８，４５５千円

及び当年度分損益勘定留保資金４００,２５９千円で補填する」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

    



 （科    目）         （既決予定額）         （補正予定額）       （ 計 ） 

                             収    入 

 第１款 資 本 的 収 入       1,192,113千円            △166千円      1,191,947千円 

  第１項 企 業 債        343,300千円            △100千円       343,200千円 

  第４項 補 助 金        611,293千円               △66千円       611,227千円 

                             支    出 

 第１款 資 本 的 支 出       1,800,565千円                96千円      1,800,661千円 

  第１項 建 設 改 良 費         724,307千円                96千円        724,403千円 

 （企業債の補正） 

第５条 予算第５条に定めた企業債を次のとおり補正する。 

起債の目的 
補正前 補正後 

限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業 

千円 普通貸借又は

証券発行（他の

地方公共団体と

の共同発行を含

む。） 

4.0％以内 

 ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率見直

しを行った後におい

ては、当該見直し後

の利率とする。 

政府資金については、

その融資条件により、そ

の他の場合は債権者と協

定するところによる。 

ただし、企業財政の都

合により据置期間若しく

は償還期限を短縮し、繰

上償還し、又は低利に借

換えすることができる。 

千円    

293,100 293,000  補正前と

同じ 

補正前

と同じ 

 補正前と

同じ 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第６条 予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。 



    （科    目）         （既決予定額）         （補正予定額）       （ 計 ） 

   職 員 給 与 費          54,496千円             224千円        54,720千円 

 

令和７年１２月１日提出 

加東市長 岩 根  正  



収　　入     （単位：千円）

備　　考

1 下水道事業収益 1,797,354 △ 10,475 1,786,879

2 営 業 外 収 益 804,733 △ 10,475 794,258

2 国 庫 補 助 金 18,700 △ 10,475 8,225

支　　出     （単位：千円）

備　　考

1 下水道事業費用 1,849,510 △ 32,721 1,816,789

1 営 業 費 用 1,686,270 △ 32,721 1,653,549

3 処 理 場 費 344,186 △ 6,100 338,086

4 雨 水 処 理 費 49,941 △ 20,950 28,991

5 業 務 費 64,727 429 65,156

6 総 係 費 52,629 △ 6,100 46,529

計

令和７年度加東市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

款 項 目 既決予定額 補正予定額
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収　　入     （単位：千円）

備　　考

1 資 本 的 収 入 1,192,113 △ 166 1,191,947

1 企 業 債 343,300 △ 100 343,200

1 企 業 債 343,300 △ 100 343,200

4 補 助 金 611,293 △ 66 611,227

2 国 庫 補 助 金 296,659 △ 66 296,593

支　　出     （単位：千円）

備　　考

1 資 本 的 支 出 1,800,565 96 1,800,661

1 建 設 改 良 費 724,307 96 724,403

1 下 水 道 事 業 費 724,307 96 724,403

計

項 目 既決予定額 補正予定額 計款

項 目 既決予定額 補正予定額

資本的収入及び支出

款
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令和７年度 
 
 

加東市下水道事業会計補正予算（第３号）説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（款）下水道事業収益

区 分 金 額

2 営業外収益 736,460 △ 10,475 725,985

2 国 庫 補 助 金 18,700 △ 10,475 8,225

国 庫 補 助 金 △ 10,475 社会資本整備総合交付金事業（内水ハザードマッ

プ）

1,715,889 △ 10,475 1,705,414

（款）下水道事業費用

区 分 金 額

1 営 業 費 用 1,601,654 △ 32,290 1,569,364

3 処 理 場 費 326,310 △ 5,669 320,641

修 繕 費 △ 5,669 施設・設備修繕費

4 雨 水 処 理 費 49,941 △ 20,950 28,991

委 託 料 △ 20,950 内水ハザードマップ作成業務委託料

5 業 務 費 64,092 429 64,521

給 料 406 一般職３名

手 当 △ 288 地域手当 10

通勤手当 7

時間外勤務手当 △ 431

期末手当 131

　　　　説　　　　　　　明　　　項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

既決予定額 補正予定額 計
節

　支　　出

（単位：千円）

　　　　説　　　　　　　明　　　

合　　　　　　　　　　　計

令和７年度加東市公共下水道事業補正予算（第３号）説明書

収益的収入及び支出

　収　　入

（単位：千円）

項 目
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区 分 金 額

勤勉手当 105

兵庫県市町村職員退職手当組合負担金 △ 110

法 定 福 利 費 213 兵庫県市町村職員共済組合負担金

負 担 金 1 兵庫県市町村職員互助会負担金

賞与引当金繰入額 79

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

18

6 総 係 費 52,569 △ 6,100 46,469

給 料 △ 317 一般職２名

手 当 △ 219 地域手当 △ 5

通勤手当 39

期末手当 △ 49

勤勉手当 △ 48

兵庫県市町村職員退職手当組合負担金 △ 156

会 計 年 度 任 用
職 員 報 酬

132 １名

16 期末手当 10

勤勉手当 6

法 定 福 利 費 △ 6 兵庫県市町村職員共済組合負担金 72

社会保険料 △ 78

委 託 料 △ 5,668 公共下水道事業計画等変更協議申請書作成支援業

務委託

賞与引当金繰入額 △ 33

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 5

1,757,105 △ 32,290 1,724,815

節

会 計 年 度 任 用
職 員 手 当

　　　　説　　　　　　　明　　　補正予定額 計

合　　　　　　　　　　　計

項 目 既決予定額
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（款）資本的収入

区 分 金 額

1 企 業 債 343,300 △ 100 343,200

1 企 業 債 343,300 △ 100 343,200

下 水 道 事 業 債 △ 100 公共下水道債（流域）

4 補 助 金 611,293 △ 66 611,227

2 国 庫 補 助 金 296,659 △ 66 296,593

国 庫 補 助 金 △ 66 下水道管路特別重点調査事業

1,192,113 △ 166 1,191,947

（款）資本的支出

区 分 金 額

1 建設改良費 724,307 96 724,403

1 下 水 道 事 業 費 724,307 96 724,403

給 料 124 一般職１名

手 当 △ 99 地域手当 2

時間外勤務手当 △ 122

期末手当 38

勤勉手当 35

兵庫県市町村職員退職手当組合負担金 △ 52

法 定 福 利 費 174 兵庫県市町村職員共済組合負担金

計
節

計

（単位：千円）

　　　　説　　　　　　　明　　　補正予定額

合　　　　　　　　　　　計

　支　　出

　（単位：千円）

項 目 既決予定額 補正予定額

資本的収入及び支出

　収　　入

節
　　　　説　　　　　　　明　　　

項 目 既決予定額
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区 分 金 額

委 託 料 △ 770 下水道管路特別重点調査業務委託料

賃 借 料 638 空洞調査レーダー探査機賃借料

賞与引当金繰入額 23

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

6

1,782,863 96 1,782,959

　　　　説　　　　　　　明　　　

合　　　　　　　　　　　計

項 目 既決予定額 補正予定額 計
節
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（款）下水道事業費用

区 分 金 額

1 営 業 費 用 65,318 △ 296 65,022

3 処 理 場 費 10,575 △ 296 10,279

委 託 料 △ 296 施設維持管理業務委託料

72,247 △ 296 71,951合　　　　　　　　　　　計

令和７年度加東市農業集落排水事業補正予算（第３号）説明書

収益的支出

　支　　出

（単位：千円）

項 目 既決予定額 補正予定額 　　　　説　　　　　　　明　　　計
節
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（款）下水道事業費用

区 分 金 額

1 営 業 費 用 19,298 △ 135 19,163

3 処 理 場 費 7,301 △ 135 7,166

委 託 料 △ 135 施設維持管理業務委託料

20,158 △ 135 20,023

令和７年度加東市コミュニティ・プラント事業補正予算（第３号）説明書

収益的支出

　　　　説　　　　　　　明　　　

合　　　　　　　　　　　計

　支　　出

（単位：千円）

補正予定額 計
節

項 目 既決予定額
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その他
特別職

一般職 報　酬 給　料 手　当

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 9 6 2,347 18,707 16,557

資本勘定支弁職員 1 4,758 3,218

合　　　計 9 7 2,347 23,465 19,775

損益勘定支弁職員 9 6 2,215 18,618 17,002

資本勘定支弁職員 1 4,634 3,294

合　　　計 9 7 2,215 23,252 20,296

損益勘定支弁職員 0 0 132 89 △ 445

資本勘定支弁職員 0 124 △ 76

合　　　計 0 0 132 213 △ 521

管理職
手　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,428 864 519 336 437

補 正 前 1,428 864 512 336 391

比 較 0 0 7 0 46

（千円）

計

44,472

400

11,129

（千円）（千円）

6,85737,611

7,976

給　　与　　費　　明　　細　　書

1,376

6,63737,835

7,928

45,763

54,000

給　　　　　　与　　　　　　費
合　　計

53,776

8,413

法定福利費

44,468

9,304

（千円）

△ 318

10,832

1,775

１　総　括

職　員　数

区　　分

補
正
後

補
正
前

手
当
の
内
訳

区　　　分

比
　
較

※「その他特別職」欄は、加東市水道事業及び下水道事業運営審議会の総委員数（市職員選出委員を除く）。

45,587

9,5321,556

8,013

時 間 外
勤務手当

180

220

228

224

退職手当

△ 224

48

△ 4

△ 176

2,328

△ 553

期末・勤勉
手　　　当

（千円）

297

3,287

3,605
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

その他
特別職

一般職 報　酬 給　料 手　当

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 9 5 72 18,707 15,681

資本勘定支弁職員 1 4,758 3,218

合　　　計 9 6 72 23,465 18,899

損益勘定支弁職員 9 5 72 18,618 16,142

資本勘定支弁職員 1 4,634 3,294

合　　　計 9 6 72 23,252 19,436

損益勘定支弁職員 0 0 0 89 △ 461

資本勘定支弁職員 0 124 △ 76

合　　　計 0 0 0 213 △ 537

管理職
手　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,428 864 519 336 437

補 正 前 1,428 864 512 336 391

比 較 0 0 7 0 46

時 間 外
勤務手当

（千円）

1,775

2,328

△ 553

区　　分

職　員　数
法定福利費

補
正
後

34,460

合　　計
計

（千円） （千円） （千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

6,687 41,147

7,976 1,556 9,532

42,436 8,243 50,679

補
正
前

34,832 6,512 41,344

7,928 1,376 9,304

42,760 7,888 50,648

比
　
較

△ 372 175 △ 197

48 180 228

△ 324 355 31

※「その他特別職」欄は、加東市水道事業及び下水道事業運営審議会の総委員数（市職員選出委員を除く）。

手
当
の
内
訳

区　　　分
退職手当

（千円）

3,287

3,605

△ 318

10,253

（千円）

期末・勤勉
手　　　当

281

9,972
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　イ　会計年度任用職員

その他
特別職

一般職 報　酬 給　料 手　当

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 1 2,275 876

資本勘定支弁職員

合　　　計 1 2,275 876

損益勘定支弁職員 1 2,143 860

資本勘定支弁職員

合　　　計 1 2,143 860

損益勘定支弁職員 0 132 16

資本勘定支弁職員

合　　　計 0 132 16

通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

期末・勤勉
手　　　当

退職手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 876

補 正 前 860

比 較 16

45

45

1253,003

3,128

170

3,321

3,321

計

（千円） （千円） （千円）

125

170

3,003

3,151

3,151

比
　
較

148

148

区　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　計

手
当
の
内
訳

区　　　分

補
正
後

補
正
前

193

193

3,128
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２　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

　ア　会計年度任用職員以外の職員

　

　イ　会計年度任用職員

報　　酬
　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分
0

手　　当 16
　制度改正に伴う増減分 16

人事院勧告に伴う期末及び勤勉手当の支給月数
改定による増（期末手当：1.25月⇒1.275月、
勤勉手当：1.05月⇒1.075月）

区   分
  増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳

説           明

573

△ 360

　その他の増減分

　その他の増減分

異動による減

備       考
（千円） （千円）

　昇給に伴う増加分213

増  減  事  由  別  内  訳

△ 537

△ 1,288

751

備       考
（千円）

　その他の増減分

報　　酬 132
　給与改定に伴う増減分 132

実績に伴う減等

（千円）
区   分 説           明

手　　当

　その他の増減分

　給与改定に伴う増減分

　制度改正に伴う増減分

給    料

人事院勧告に伴う期末及び勤勉手当の支給月数
改定による増（期末手当：1.25月⇒1.275月、
勤勉手当：1.05月⇒1.075月）

  増 減 額 
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